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１ 政策 （研究開発名称） 

脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発 

 

２ 研究開発の概要等 

脳卒中の後遺症など対話が困難な障がい者の意志を相手に伝えたり、意志により対象物を操

作する際の手助けを提供し、障がい者等が暮らしやすい環境作りや社会復帰に貢献するだけで

なく、介護者の負担を軽減する等のBMI(Brain Machine Interface)実用化のための基盤技術や、

脳の動作原理の活用によるエネルギー消費が少ない情報通信ネットワークの制御基盤技術は、

実用化の社会的効果が極めて大きい。 
そのため、平成 23 年度から平成 26 年度の４か年において、脳情報通信基盤技術（脳と ICT

の融合技術）の確立のため、研究開発等を行い、高齢者・障がい者（チャレンジド）の社会参

加の拡大等を実現する。 
 

３ 政策評価の観点及び分析等 

専門家・有識者から構成される「情報通信技術の研究開発の評価に関する会合」及びその下

に設けられた評価検討会（平成 22 年７月）において、外部評価を実施し、以下の分析を行った。 

観点 分析 

有効性 

脳の仕組みの ICT への応用として、意図や情動を脳活動から読みとり外部へ発信する技術、脳内

の情報処理の仕組みを情報通信ネットワークアーキテクチャに適用する技術が実証・実用化段階に

近づいている。 

本研究開発は、従来実験室等の環境で使用されてきた BMI 技術を日常生活環境でも使用できるよ

うにするためのものであり、ネットワーク型 BMI 技術の推進が期待できる。 

これらの技術は、少子高齢化が急速に進展する中、高齢者・障がい者（チャレンジド）の社会参

加の拡大や情報通信ネットワークで利用されるデータ量等の急増に対応するネットワーク消費電力

の低減等の重要課題の解決に資するものと期待されている。 

よって、本研究開発には有効性があると認められる。 

効率性 
BMI 基盤技術の実用化により、2025 年に約 251 万人の高齢者(65 歳以上)の自立支援を実現し、介

護のために離職・転職した人のうち、看護介護から解放される人口は約 26 万人であることから、本

研究開発には効率性があると認められる。 

公平性 

本研究開発は、1つの定量的な目標として、脳卒中によって介護が必要になった方やその介護者を

対象に 2025 年に 251 万人の自立支援や負担軽減を掲げているが、脳卒中以外の原因で介護が必要に

なった方やその介護者にも当然使用していただけることから、本研究開発の効果は公平に分配され

るものである。 

よって、本研究開発には公平性があると認められる。 

優先性 

脳情報通信技術は先進的技術であり、本施策により実用化に向けた基盤技術が確立して民間企業

による製品化やサービス展開、規格標準化などに数年が必要と見込まれる。 

一方、少子高齢化は 2020 年まで急速に進行し、その後定常化すると予測されており、遅くともそ

の頃までに実用的な BMI サービスが普及展開していることが望ましい。 
よって、本研究開発には優先性があると認められる。 

その他 

本研究開発では、BMI 技術を使用するに当たっての倫理的な問題やプライバシーの保護、安全性等

の視点から検討を行っている「脳と ICT に関する懇談会」（平成 22 年 4 月～、総務大臣主催）の報

告書を参考にしつつ、有識者から研究開発や倫理面等をはじめ、様々な視点から意見をお伺いする

委員会等を実施する予定であり、社会に与える影響を考慮し、公共性や安全性、信頼性等は確保さ

れるものとなっている。 

  



４ 政策評価の結果 

本研究開発は、高齢者・障がい者（チャレンジド）の社会参加や介護負担軽減に貢献するも

のであり、大きな社会・経済効果が望めること、及び近年の脳活動計測技術や BMI 技術の進展

からサービス実現の可能性が高い。 

よって、本研究開発には、必要性、有効性、効率性等があると認められるため、平成 23 年度

予算において、「イノベーション創成型脳情報通信基盤技術の研究開発」として所要の予算要求

を検討する。 

 


